
（対象年度：令和6年度）

◆ヒアリング等の結果概要

債務償還能力

都道府県名 団体名

山口県 下松市

財政力指数 0.83 標準財政規模（百万円） 13,235

住民基本台帳人口（人） 56,637 職員数(人) 390

面積（K㎡) 89.34 人口千人当たり職員数(人) 6.9

積立低水準 収支低水準 該当なし ✔

【要因】 【要因】 【要因】

建設投資目的の取崩し 地方税の減少

債務負担行為に基づく
支出予定額 資金繰り目的の取崩し 人件費の増加

公営企業会計等の
資金不足額 積立原資が低水準 物件費の増加

土地開発公社に係る
普通会計の負担見込額 その他 扶助費の増加

第三セクター等に係る
普通会計の負担見込額 補助費等・繰出金の増加

その他 その他

実質的
な債務

その他

債務高水準

建設債

(単位：人）

H22年 55,012 7,859 14.3% 33,294 60.6% 13,790 25.1% 522 2.1% 8,359 34.0% 15,710 63.9%

H27年 55,812 7,855 14.2% 31,598 57.1% 15,875 28.7% 437 1.7% 8,403 33.4% 16,348 64.9%

R2年 55,887 7,781 13.9% 31,546 56.4% 16,560 29.6% 408 1.5% 9,569 34.9% 17,470 63.6%

構成比
第一次
産業

就業人口
構成比

第二次
産業

就業人口
構成比

第三次
産業

就業人口

調査年 総人口

年齢別人口構成 産業別人口構成

年少
人口

(15歳未満)
構成比

生産年齢
人口

(15歳～64歳)
構成比

老年
人口

(65歳以上)
構成比

全国平均

山口県平均 34.6% 4.1% 26.4% 69.5%

23.4% 73.4%

11.5% 53.9%
R2年

11.9% 59.5% 28.6% 3.2%
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※平均値は、いずれもR5年度

※１．各項目の平均値は小数点第2位で四捨五入したものである。

　 ２．グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、R5年度における類型区分である。

　 ３．各項目の平均値は、各団体のR5年度計数を単純平均したものである。

　 ４．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。

 　５．債務償還可能年数における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（年）」として単純平均している。

　　　また、分母（行政経常収支）がマイナスの場合は集計対象から除外とするが、分子（実質債務）及び分母（行政経常収支）が共にマイナスの場合は「0（年）」として単純平均している。

　　　なお、債務償還可能年数が100年以上の団体は集計対象から除外している。

 　６．実質債務月収倍率における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（月）」として単純平均している。

（R6年度） 下松市 全国平均 類似団体平均

下松市 全国平均 類似団体平均

下松市 全国平均 類似団体平均

◆財務指標の経年推移
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（単位：％）

健全化判断比率 下松市  早期健全化基準  財政再生基準

実質赤字比率 - 12.93% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 17.93% 30.00% 

実質公債費比率 4.3% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 10.9% 350.0% -

債務償還可能年数 11.8年 8.2年 7.4年 7.5年 5.7年

実質債務月収倍率 11.2月 9.8月 10.0月 9.6月 8.3月

積立金等月収倍率 3.5月 3.7月 3.8月 3.8月 3.7月

行政経常収支率 7.8% 9.9% 11.1% 10.7% 11.9%

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（参考）

山口県
平均値
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11.8% 12.5% 14.0%
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都市Ⅱ－２

基礎的財政収支（プライマリー・バランス）５か年推移

下松市

※ 基礎的財政収支 ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立）}

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）
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◆行政キャッシュフロー計算書
　 (百万円）

構成比 構成比

■行政活動の部■

　地方税 9,645 9,563 10,048 10,181 10,428 47.3% 11,784 39.9%

　地方譲与税・交付金 1,584 1,852 1,871 1,878 2,355 10.7% 2,624 8.9%

　地方交付税 1,328 1,969 2,054 1,994 2,265 10.3% 6,048 20.5%

　国（県）支出金等 5,466 6,673 5,984 5,680 6,231 28.3% 7,508 25.4%

　分担金及び負担金・寄附金 101 104 93 99 100 0.5% 662 2.2%

　使用料・手数料 181 186 201 208 200 0.9% 449 1.5%

　事業等収入 394 412 424 429 468 2.1% 479 1.6%

行政経常収入 18,699 20,759 20,675 20,470 22,048 100.0% 29,555 100.0%

　人件費 3,505 3,401 3,481 3,474 3,670 16.6% 5,341 18.1%

　物件費 3,603 3,683 3,827 3,667 3,646 16.5% 5,234 17.7%

　維持補修費 135 137 146 136 134 0.6% 374 1.3%

　扶助費 5,203 6,489 5,880 6,139 7,027 31.9% 7,637 25.8%

　補助費等 2,680 2,680 2,909 2,671 2,691 12.2% 4,652 15.7%

　繰出金（建設費以外） 1,992 2,203 2,026 2,100 2,148 9.7% 2,672 9.0%

　支払利息 113 101 90 89 89 0.4% 101 0.3%

　（うち一時借入金利息） (0) (0) (0) (0) (0) (0)

行政経常支出 17,231 18,694 18,360 18,276 19,404 88.0% 26,012 88.0%

行政経常収支 1,468 2,066 2,315 2,194 2,643 12.0% 3,543 12.0%

　特別収入 5,947 160 155 145 341 480

　特別支出 5,821 19 10 14 5 181

行政収支（A） 1,593 2,207 2,460 2,324 2,980 3,842

■投資活動の部■

　国（県）支出金 691 289 564 680 632 48.9% 914 33.9%

　分担金及び負担金・寄附金 18 18 12 14 3 0.3% 487 18.1%

　財産売払収入 226 159 77 130 94 7.3% 72 2.7%

　貸付金回収 261 287 289 375 324 25.1% 301 11.2%

　基金取崩 312 317 282 306 239 18.5% 921 34.2%

投資収入 1,508 1,070 1,224 1,505 1,293 100.0% 2,694 100.0%

　普通建設事業費 2,738 2,296 2,707 2,353 2,430 187.9% 3,920 145.5%

　繰出金（建設費） － － － － － 0.0% 35 1.3%

　投資及び出資金 － － － － － 0.0% 260 9.7%

　貸付金 250 276 271 354 306 23.7% 312 11.6%

　基金積立 58 689 67 311 544 42.0% 1,082 40.2%

投資支出 3,046 3,261 3,045 3,018 3,279 253.7% 5,609 208.2%

投資収支 ▲1,538 ▲2,190 ▲1,821 ▲1,513 ▲1,987 ▲153.7% ▲2,915 ▲108.2%

■財務活動の部■

　地方債 2,003 2,257 1,601 1,008 1,053 100.0% 1,983 100.0%

  （うち臨財債等） (655) (1,124) (305) (119) (59) (135)

  翌年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務収入 2,003 2,257 1,601 1,008 1,053 100.0% 1,983 100.0%

　元金償還額 1,693 1,760 1,835 1,943 1,973 187.4% 3,089 155.8%

　（うち臨財債等） (591) (639) (661) (673) (671) (1,137)

　前年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務支出（B) 1,693 1,760 1,835 1,943 1,973 187.4% 3,089 155.8%

財務収支 310 497 ▲234 ▲936 ▲920 ▲87.4% ▲1,106 ▲55.8%

収支合計 365 514 405 ▲124 73 ▲178

償還後行政収支（A-B) ▲100 447 625 381 1,007 753

■参考■

実質債務 17,459 17,092 17,278 16,460 15,275 16,466

（うち地方債現在高） (22,879) (23,376) (23,143) (22,207) (21,287) (28,744)

積立金等残高 5,593 6,478 6,669 6,550 6,927 12,772

※１．類似団体平均値は、各団体のR５年度計数を単純平均したものである。

２．寄附金を特定財源として積み立てた場合において、従来の投資活動から行政活動への活動区分の変更に伴い、令和６年度決算より投資収入から行政経常収入へ計上箇所を変更している。
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〔下松市〕 
◆ヒアリングを踏まえた総合評価 

 
１．債務償還能力について（診断年度：令和６年度） 

 
２．資金繰り状況について（診断年度：令和６年度） 

 

 

 

 
 
 
 

 債務償還能力の評価については、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収倍率と行
政経常収支率を利用して、ストック面（債務の水準）とフロー面（償還原資の獲得状況）の両面から行っている。 
 
【診断結果】 
債務償還能力については、以下のことから、留意すべき状況にはないと考えられる。 
・下記の⑴により債務高水準の状況にはない。 
・下記の⑵により収支低水準の状況にはない。  

 
⑴ストック面（債務の水準）  

実質債務月収倍率は、診断年度である令和 6 年度において 8.3 月と当方の診断基準（18 月）を下回っている。 
また、全国平均は 5.9 月、類似団体平均は 6.8 月となっている。 （全国平均、類似団体平均は令和 5 年度平均
値。以下同じ。） 

 
⑵フロー面（償還原資の獲得状況（＝経常的な資金繰りの余裕度）） 

   行政経常収支率は、診断年度である令和 6 年度において 11.9％と当方の診断基準（10％）を上回っている。 
（全国平均は 12.5％、類似団体平均 11.8％） 

   また、債務償還可能年数は、診断年度である令和 6 年度では 5.7 年と当方の診断基準（15 年）を下回ってい
る。（全国平均は 4.8 年、類似団体平均は 5.2 年） 

 資金繰り状況の評価については、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面（資金繰り余力とし
ての積立金等の水準）及びフロー面（経常的な資金繰りの余裕度）の両面から行っている。 
 
【診断結果】 
資金繰り状況については、以下のことから、留意すべき状況にはないと考えられる。 
・下記の⑴により積立低水準の状況にはない。 
・下記の⑵により収支低水準の状況にはない。 

 
⑴ストック面（資金繰り余力としての積立金等の水準） 

積立金等月収倍率は、診断年度である令和 6 年度において 3.7 月と当方の診断基準（3 月）を上回っている。
（全国平均は 7.7 月、類似団体平均は 5.2 月） 

   また、行政経常収支率は、上記「１．債務償還能力について⑵フロー面」のとおり。 
 
⑵フロー面（経常的な資金繰りの余裕度） 

上記「１．債務償還能力について⑵フロー面」のとおり。 
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３．財務の健全性等に関する事項 

（１）財政構造の特徴について 

 

①収支の状況について 

貴市の令和 6 年度（診断年度）における行政経常収入に対する地方税の割合は 47.3％となっており、自主財源

の割合が大きくなっている（類似団体平均（令和 5 年度：39.9％））。 

行政経常収支率は診断年度である令和 6 年度においては 11.9％と当方の診断基準である 10％を上回ってお

り、過去 3 年間においても 10％を上回って推移していることから、留意すべき状況にはない。 

これは、業績好調な大手企業及び地場関連企業の設備投資による固定資産税（償却資産）のほか、人口増加

による市民税（個人）、新築家屋・マンションの増加による固定資産税（土地・建物）が安定的に増加していることが

主な要因と考えられる。 

 

②実質債務残高の状況について 

貴市の実質債務月収倍率は、診断年度である令和 6 年度においては 8.3 月と当方の診断基準である 18 月を

下回っており、過去 5 年間においても 18 月未満で推移していることから、留意すべき状況にはない。 

これは、地方税の上振れにより行政経常収入が増加したほか、地方債償還額が新規発行額を上回ったことに

よる地方債現在残高の減少や今後の大型建設事業に備え、まちづくり推進基金等の積立金を増加させたことが

主な要因と考えられる。 

 
<実質債務の推移状況>                                                       （単位：月、百万円） 

 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R2→R6 増減 

実質債務月収倍率 11.2 月 9.8 月 10.0 月 9.6 月 8.3 月 ▲2.9 月  

実質債務（①＋②－③） 17,459 17,093 17,278 16,460 15,275 ▲2,184  

行政経常収入 18,699 20,759 20,657 20,470 22,048 3,349 

地方債現在高（①） 22,879 23,376 23,143 22,207 21,287 ▲1,592  

有利子負債相当額（②） 173 195 804 803 915 742  

積立金等残高（③） 5,593 6,478 6,669 6,550 6,927 1,334  

※端数処理のため、「実質債務①＋②－③」は、①②③に表示した数字の演算結果と合わない場合がある。 

 

 

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
類似団体平均値

（R5年度）

債務償還可能年数 4.8年 8.6年 7.2年 10.0年 9.3年 11.8年 8.2年 7.4年 7.5年 5.7年 5.2年

実質債務月収倍率 9.3月 11.0月 10.5月 11.4月 11.9月 11.2月 9.8月 10.0月 9.6月 8.3月 6.8月

積立金等月収倍率 5.5月 4.2月 4.1月 3.7月 3.7月 3.5月 3.7月 3.8月 3.8月 3.7月 5.2月

行政経常収支率 15.8％ 10.6％ 12.0％ 9.4％ 10.6％ 7.8％ 9.9％ 11.1％ 10.7％ 11.9％ 11.8％

財務上の留意点

●財務指標の経年推移

※「参考1　診断基準」のとおり、債務高水準、積立低水準、収支低水準となっている場合は、赤色で表示。
　 診断基準には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。

参考１　診断基準 　参考２　財務指標の算式

定義 　・債務償還可能年数＝実質債務／行政経常収支
　・実質債務月収倍率＝実質債務／（行政経常収入／12）
　・積立金等月収倍率＝積立金等／（行政経常収入／12）
　・行政経常収支率＝行政経常収支／行政経常収入

　※実質債務＝地方債現在高＋有利子負債相当額－積立金等
　　有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等
　　積立金等＝現金預金＋その他特定目的基金
　　現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金

債務高水準
①実質債務月収倍率24か月以上

②実質債務月収倍率18か月以上かつ
　債務償還可能年数15年以上

積立低水準
①積立金等月収倍率1か月未満

②積立金等月収倍率3か月未満かつ
　行政経常収支率10%未満

収支低水準
①行政経常収支率0%以下

②行政経常収支率10%未満かつ
　債務償還可能年数15年以上
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（２）今後の見通しについて 

 

①収支計画から把握した今後の見通しについて 

 〇収支計画策定の有無及び計画名 

  ・収支計画名：中期財政計画 

  ・策定年度：令和 6 年度（令和 7 年 3 月策定） 

  ・計画期間：令和 7 年度～令和 10 年度 

 

本収支計画は、「下松市前期基本計画（令和 3 年度～令和 7 年度）に基づき策定した「下松市実施計画（計画期

間：令和 7 年度～9 年度）」の財政的な裏付けを示すため策定されたものである。なお、本収支計画は、一般会計・一

般財源ベースで策定されたものであり、一部の収入・支出項目で経常・臨時の別を区分けしていないこと、また、積

立金等残高及び有利子負債相当額を見込んでいないことから、本収支計画に基づいた 4 つの財務指標の算出は行

っていない。このため、下記の「収支計画最終年度（令和 10 年度：試算額）の見通し」においては、主に、3 年間の歳

入・歳出・財源調整必要額等の今後の見通しについて記載している。 

 

〇収支計画最終年度（令和 10 年度）の見通し 

                                                                （単位：百万円）   

区分 R7(予算) R8 R9 R10 累計(R8～R10） 

歳
入 

地方税(市税） 10,197 10,299 10,402 10,473 31,174 

各種交付金 1,666 1,716 1,716 1,716 5,148 

地方交付税 2,010 2,100 2,130 2,130 6,360 

諸収入 82 82 82 82 246 

その他 207 207 207 207 621 

合計 14,162 14,404 14,537 14,608 43,549 

歳
出 

人件費 3,618 3,823 3,769 4,009 11,601 

扶助費 1,936 1,961 1,972 1,982 5,915 

公債費 1,503 1,430 1,466 1,460 4,356 

補助費等 2,317 2,357 2,396 2,410 7,163 

繰出金 1,832 1,832 1,832 1,832 5,496 

その他 3,716 3,723 3,697 3,696 11,116 

合計 14,922 15,126 15,132 15,389 45,647 

財源調整必要額 ▲760 ▲722 ▲595 ▲781 ▲2,098 

財政調整基金残高 1,755 1,339 1,048 572  

 

 

貴市の試算では、令和 8 年度から令和 10 年度の 3 年間（令和 7 年度は予算確定）において、歳入については

43,549 百万円の一般財源収入を見込み、歳出については扶助費や公債費などの義務的経費、人件費や補助費等

の増加により、45,647 百万円の一般財源支出を見込んでいる。その結果、2,098 百万円（令和 8 年度 722 百万円・令

和 9 年度 595 百万円・令和 10 年度 781 百万円）の財源不足が見込まれ、相当額の財政調整基金の取崩しが必要

であると試算している。 令和 10 年度の地方税については、人口減少フェーズに入ったとの認識から微増で推移す

るとし、10,473 百万円を見込む（令和 6 年度年比 45 百万円増加）。地方交付税については、財政力指数が 0.83％

（令和 5 年度）と高いことから、類似団体と比べると交付額は僅少となっており、2,130 百万円を見込む（令和 5 年度

類似団体は平均 6,048 百万円）。 
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（３）今後の財政運営にかかる留意点等について 

 

貴市は、これまで「都市と自然のバランスのとれた住みよさ日本一の星ふるまち」の実現を目指し、「財政力指数

（3 カ年平均）」・「水道料金の安さ」といった指標をはじめ、「住みよさランキング 2024（民間調べ）」など、数多くのラン

キングで山口県内 1 位となっており、財政力の高さや住みよさが評価されている。 

まちづくりに関しては、令和 3 年に今後 10 年間のまちづくりの指針（最上位計画）である「下松市総合計画」を策定

し、7 つの分野のもとで 19 の「政策」を掲げ、さらに 60 の「基本施策」を位置付け、その基本施策に複数の施策とそ

れに対応する「主な事業」を掲げている。この総合計画は「基本構想」と「基本計画」で構成され、基本計画に掲げる

「基本施策」を着実に実行するため、毎年度予算編成と連動する「実施計画」を策定し、事業推進を行っている。 

 

基本施策の具体例としては、以下の取り組みを行っている。 

①地域医療の充実 

近隣市の医療機関等との連携を通じた広域的な地域医療体制を整備している。具体的には下松医師会や市

内医療機関による１次救急医療のほか、２次救急医療については周南医療圏（周南市・下松市・光市）の医療

機関との連携により、病院群輪番制による医療環境を整備している。当該取り組みは、住民の医療ニーズへの

適切な対応に繋がるとともに、公立病院の運営を行わない医療体制の構築により財政支出の抑制にも寄与し

ている。 

②子育て支援の充実 

安心して子供を産み育てられる社会の環境をつくるため、妊娠、出産、産後における切れ目ない支援を充実

させることとしている。令和 6 年 8 月より「子ども医療費助成制度」を拡充し、所得制限の撤廃と対象者を高校 3

年生にまで引き上げるなど、独自の子育て支援策を行っている。 

こうした人口減少対策の取り組みにより、長期的な財政の健全化を図ることとしている。 

③公共施設の総合管理 

保有する公共施設の 5 割近くが築 30 年を経過しており、今後数十年間で老朽化に伴う大規模な改修や更新

の時期を迎えるため、財政面での負担や耐震化などの安全性の確保も重要な課題と認識している。その上で

「下松市公共施設等総合計画」を策定し、人口減少社会を見据え、財政負担の軽減・平準化に努める等の方針

で、公共施設等全体を横断的に整理するとともに、中長期的な視点でマネジメントを進めることとしている。 

 

財政運営に関しては、「予算編成の基本方針」を各年度に策定し、一般財源ベースの不足額の抑制を各部署に徹

底するとともに、「最小の経費で最大の効果を挙げる」ことを心掛け、事業の効果や必要性・優先度等を見極め、「選

択と集中」の視点で事業を厳選し、必要経費を精査した上で予算策定することを周知徹底している。 

こうした中、貴市は、令和 3 年度から人口の減少トレンドとなり、今後、人口減少が加速度的に進行した場合、地

域活力や地域産業、行財政運営等に悪影響を与えることが懸念されることから、人口減少対策を当面の最重要課

題と位置づけ、令和 6 年 2 月に「下松市人口減少対策集中強化プラン」を策定している。本プランでは「選択と集中」

により、これまでの対策をさらに強化することで、持続可能な行財政運営により将来にわたって住みよさを実感でき

るまちの実現を目指すこととしている。具体的には社会動態増加を図るために産業用地整備事業や移住支援事業

等を短期集中的に取り組んでいる。 

また財政面では、継続事業である産業用地整備事業や道路橋梁改良事業及び、今後予定されている多機能複合

型スポーツ施設整備事業等の大型建設事業による地方債残高の増加や積立金等の取崩しが見込まれる。 

以上のことから、今後の人口減少等により財政見通しが厳しさを増す中、将来にわたって住みよさを実感できるま

ちとなるために、「下松市総合計画」・「下松市人口減少対策集中強化プラン」等の施策を着実に実行し、引き続き持

続可能な財政基盤の維持・確立に向けた取り組みを継続していくことが望まれる。 
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●計数補正
債務償還能力及び資金繰り状況の評価において、ヒアリングを踏まえ、Ｒ2年度の以下の計数補正を行っている。

№ 補正科目

1
行政収入・国（県）支出
金等・国庫支出金

2
行政収入・行政特別収
入・その他

3
行政支出・補助費
・その他

4
行政支出・行政特別支
出・その他

年度 計数補正前 計数補正後

R2 11.8年 11.8年

R2 8.5月 11.2月

R2 2.7月 3.5月

R2 6.0% 7.8%

財務指標

債務償還可能年数

実質債務月収倍率

積立金等月収倍率

行政経常収支率

○財務指標への影響

理由

特別定額給付金給付事業費補助金5,723,500千円は臨時的かつ多額な収入で
あるため、国（県）支出金等から減額補正している。

特別定額給付金給付事業費補助金5,723,500千円は臨時的かつ多額な収入で
あるため、行政特別収入として増額補正している。

特別定額給付金給付事業費補助金5,723,500千円は臨時的かつ多額な支出で
あるため、補助費等から減額補正している。

特別定額給付金給付事業費補助金5,723,500千円は臨時的かつ多額な支出で
あるため、行政特別支出として増額補正している。

下松市
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